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成田市地域防災計画新旧対照表【共通編】 
現行 改正案 

第１章 総則 

第３節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

５ 指定公共機関 

  （略） 

（８）東京ガス（株） 
  （略） 

（１１）KDDI（株）、ソフトバンク（株） 

  （略） 

 

６ 指定地方公共機関 

（１）（一社）千葉県 LPガス協会 

  （略） 

 

第４節 成田市の地勢概要 

１ 自然環境 

  （略） 

（４）市内を流れる主な河川 

  （略） 

  出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12月）、成田土木事

務所、成田市 HP 

 

第１章 総則 

第３節 防災関係機関等の処理すべき事務又は業務の大綱 

５ 指定公共機関 

  （略） 

（８）東京ガス（株）、東京ガスネットワーク（株） 

  （略） 

（１１）KDDI（株）、ソフトバンク（株）、楽天モバイル（株） 

  （略） 

 

６ 指定地方公共機関 

（１）（公社）千葉県 LPガス協会 

  （略） 

 

第４節 成田市の地勢概要 

１ 自然環境 

  （略） 

（４）市内を流れる主な河川 

  （略） 

  出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月）、成田土木事

務所、成田市 HP 
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現行 改正案 
（５）主な池沼 

（略） 

  出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12月）、成田土木事

務所、成田市 HP 

 

（６）気象 

  （略） 

 ■過去 10 年間の気温・湿度・降水量・風速（統計期間：2009～

2018 年） 

区分年 
気 温(℃) 

平均湿

度(％) 
年間降

水量(㎜) 

最大風

速

(m/s) 
平均 最高 最低 

平成 21  15.5 33.2 -2.6 72.1 1,535  31.5 
22 15.6 36.3 -5.1 78.2 1,733  26.3 
23 15.3 36.2 -5.6 74.8 1,338  25.4 
24 14.7 35.1 -5.8 74.7 1,526  26.1 

25 14.8 36.9 -8.9 72 1,529.5 23.7 
26 14.6 35.5 -8.1 73 1,447.5 17.5 
27 15.2 36.8 -7.2 75 1,327.0 17.0 
28 15.3 36.0 -6.5 76 1,596.0 27.8 

29 14.7 35.1 -7.4 74 1,405.5 21.6 
30 15.7 36.7 -7.7 76 1,295.0 19.2 

（５）主な池沼 

（略） 

  出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月）、成田土木事

務所、成田市 HP 

 

（６）気象 

  （略） 

 ■過去 10 年間の気温・湿度・降水量・風速（統計期間：2012～

2021年） 

区分年 
気 温(℃) 平均

湿度

(％) 

年間降

水量(㎜) 
最大風速

(m/s) 
平均 最高 最低 

平成 24  14.7 35.1 -5.8 74.7 1,526 26.1 
25 14.8 36.9 -8.9 72 1,560 23.7 
26 14.6 35.5 -8.1 73 1,448 17.5 
27 15.2 36.8 -7.2 75 1,327 17.0 
28 15.3 36.0 -6.5 76 1,596.0 27.8 
29 14.7 35.1 -7.4 74 1,405.5 21.6 
30 15.7 36.7 -7.7 76 1,295.0 19.2 

令和元 15.4 35.4 -6.9 76 1,713.5 29.6 

2 15.5 35.8 -6.9 79 1,402.5 18.7 
3 15.5 34.1 -7.8 76 1,829.5 18.7 
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現行 改正案 
出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12 月） 

 

 

２ 社会環境 

（１）人口 

  ア 市の人口 

   市の人口は、昭和 45 年では、48,983 人、10,729 世帯であ

り、１世帯当りの人口は 4.6 人であった。平成 12年において

は、94,163 人、37,031 世帯で、１世帯平均は 2.5 人となって

いる。これらを比較すると、おおむね人口は倍増し、一方１世

帯当りの人口は半減している。その後、平成 18年３月 27 日１

市２町による合併などにより、人口 120,534 人、世帯数 9,134

世帯まで増加し、平成 31年３月 31日現在、人口 132,883 人、

世帯数 62,582 世帯となっている。 

 

  イ 地区別人口 

   市の地区別人口を次に示す。市の人口を地区別でみると、公

津地区が最も人口が多く、市人口の 24.3％を占め、次いでニ

ュータウン地区、成田地区、遠山地区、大栄地区、下総地区の

順になっている。 

また、地区別人口を年齢別にみると、65 歳以上の高齢者の

割合は、全市 22.5%に対し豊住地区、中郷地区、八生地区、下

出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月） 

 

 

２ 社会環境 

（１）人口 

  ア 市の人口 

   市の人口は、昭和 45 年では、48,983 人、10,729 世帯であ

り、１世帯当りの人口は 4.6 人であった。平成 12年において

は、94,163 人、37,031 世帯で、１世帯平均は 2.5 人となって

いる。これらを比較すると、おおむね人口は倍増し、一方１世

帯当りの人口は半減している。その後、平成 18年３月 27 日１

市２町による合併などにより、人口 120,534 人、世帯数 9,134

世帯まで増加し、令和４年３月 31日現在、人口 130,202 人、

世帯数 62,792 世帯となっている。 

 

  イ 地区別人口 

   市の地区別人口を次に示す。市の人口を地区別でみると、公

津地区が最も人口が多く、市人口の 24.8％を占め、次いでニ

ュータウン地区、成田地区、遠山地区、大栄地区、下総地区の

順になっている。 

また、地区別人口を年齢別にみると、65 歳以上の高齢者の

割合は、全市 24.3%に対し豊住地区、中郷地区、八生地区、下
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現行 改正案 
総地区、大栄地区ではそれぞれ 40.7％、39.0％、37.2％、

36.7％、31.9％であり、30％を上回る高齢化率となっている。 

  ■地区別人口 

地 区 
15 歳

未満 
(人） 

15～
64 歳 
(人） 

65 歳

以上 
(人） 

合 

計 
(人） 

世 
帯 
数 

地区

別人

口 
比率

（％

） 

高齢

化率 
（％

） 

成 田 地 区 2,405 14,13 4,114 20,6 11,0 15.5 19.9 
公 津 地 区 5,550 21,80 4,930 32,2 14,5 24.3 15.3 
八 生 地 区 305 1,741 1,214 3,26 1,40 2.5 37.2 
中 郷 地 区 111 654 489 1,25 489 0.9 39.0 
久 住 地 区 1,069 2,849 1,046 4,96 1,88 3.7 21.1 
豊 住 地 区 103 935 713 1,75 733 1.3 40.7 
遠 山 地 区 2,513 13,35 3,283 19,1 10,0 14.4 17.1 
ﾆｭｰﾀｳﾝ地区 4,159 19,56 8,132 31,8 14,9 24.0 25.5 
下 総 地 区 586 3,642 2,451 6,67 2,84 5.0 36.7 
大 栄 地 区 993 6,514 3,523 11,0 4,64 8.3 31.9 

出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12 月） 

 

  ウ 外国人登録者数 

   市の外国人住民登録者数は、平成 31年３月 31日現在では

5,637 人であり、国籍別にみると、フィリピンが最も多く市全

総地区、大栄地区ではそれぞれ 45.3％、43.5％、37.2％、

39.5％、35.3％であり、30％を上回る高齢化率となっている。 

  ■地区別人口 

地 区 
15 歳

未満 
(人） 

15～
64 歳 
(人） 

65 歳

以上 
(人） 

合 

計 
(人
） 

世 
帯 
数 

地区

別人

口 
比率

（％

） 

高齢

化率 
（％

） 

成 田 地 区 2,257 13,72 4,268 20,2 11,0 15.6 21.1 
公 津 地 区 5,065 21,94 5,299 32,3 14,8 24.8 16.4 
八 生 地 区 344 1,702 1,210 3,25 1,43 2.5 37.2 
中 郷 地 区 81 549 486 1,11 476 0.9 43.5 
久 住 地 区 1,079 2,883 1,057 5,01 1,93 3.9 21.1 
豊 住 地 区 96 800 743 1,63 726 1.3 45.3 
遠 山 地 区 2,484 13,38 3,562 19,4 10,3 14.9 18.3 
ﾆｭｰﾀｳﾝ地区 3,555 18,17 8,822 30,5 14,5 23.5 28.9 
下 総 地 区 533 3,291 2,500 6,32 2,82 4.9 39.5 
大 栄 地 区 852 5,818 3,633 10,3 4,57 7.9 35.3 

出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月） 

 

  ウ 外国人登録者数 

   市の外国人住民登録者数は、令和４年３月 31 日現在では

5,729 人であり、国籍別にみると、フィリピンが最も多く市全
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現行 改正案 
体の 15.8%を占め、次いで中国、ベトナム、ネパールの順にな

っている。 

 

  エ 昼間人口 

   平成 27年国勢調査による昼間人口は、162,211 人となって

おり、昼間人口が非常に多いのが特徴である。 

市外への流出人口は、県外である東京都心部への流出が最も

多く流出人口の 15.7%を占め、次いで千葉市、富里市の順にな

っている。 

 

（２）土地利用 

  （略） 

  ■土地利用の割合 

 総

数 
田 畑 宅

地 
山

林 
原

野 
雑種

地 
池

沼 
その

他 
面積

(km2

) 

213
.84 

43.
62 

33.
36 

26.
94 

39.
56 

5.1
3 

44.48 0.4
3 

20.31 

割合

(％) 
100 20.

4 
15.

6 
12.

6 
18.

5 
2.4 20.8 0.2 9.5 

出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12 月） 

 

（３）建物 

体の 15.3%を占め、次いでネパール、ベトナム、中国の順にな

っている。 

 

  エ 昼間人口 

   令和２年国勢調査による昼間人口は、161,969 人となってお

り、昼間人口が非常に多いのが特徴である。 

市外への流出人口は、県外である東京都心部への流出が最も

多く流出人口の 14.3%を占め、次いで千葉市、富里市の順にな

っている。 

 

（２）土地利用 

  （略） 

  ■土地利用の割合 

 総数 田 畑 宅

地 
山

林 
原

野 
雑種

地 
池沼 その

他 
面積

(km2

) 

213.
84 

43
.5 

32.
59 

27.
49 

38.
96 

4.9
6 

45.99 0.4 19.95 

割合

(％) 
100 20

.3 
15.

2 
12.

9 
18.

2 
2.4 21.5 0.2 9.3 

出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月） 

 

（３）建物 
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現行 改正案 
  平成 31 年１月現在、市には建物が 56,452 棟存在し、構造別の

建物棟数及び割合は、以下のようになっている。木造建物が全体

の約 78％を占めている一方、火災に対して耐性を持つ鉄筋コン

クリート造、鉄骨造の建物が 5,330 棟で全体の 9.5％程度となっ

ている。 

■構造別の建物棟数及び割合 

 
総 数 木 造 鉄筋 

コンクリート造 鉄骨造 その他 

棟数(棟) 56,452 43,885 1,738 3,592 7,237 
割合(％) 100.0 77.7 3.1 6.4 12.8 

出典：令和元年版成田市統計書（令和元年 12 月） 

 

３ 災害履歴 

  （略） 

番

号 

西暦年

月日

（日本

歴） 

震央 マ

グ

ニ

チ

ュ

ー

ド 

県内

最大

深度 
地変 津波 人命・家屋等の被害 

東緯 
北緯 

震

央

地

名 

（略） 

18 

2011．
３．11 
(平成

23 年) 

142.9 
38.0 

三

陸

沖 

9.
0 ６弱 

東京湾岸

の埋立地

や利根川

沿いの低

地等にお

銚子験潮所

で押波によ

る第１波を

15 時 30 分

過ぎに観

平成 30 年７月１日

現在、死者 22 名

（うち、津波による

死者 14 名（旭市 13
名、山武市１名）、

  令和４年１月現在、市には建物が 56,777 棟存在し、構造別の

建物棟数及び割合は、以下のようになっている。木造建物が全体

の約 78％を占めている一方、火災に対して耐性を持つ鉄筋コン

クリート造、鉄骨造の建物が 5,376 棟で全体の 9.5％程度となっ

ている。 

■構造別の建物棟数及び割合 

 
総 数 木 造 鉄筋 

コンクリート造 鉄骨造 その他 

棟数(棟) 56,777 44,043 1,756 3,620  7,358 
割合(％) 100.0 77.6 3.1 6.4 12.9 

出典：令和４年版成田市統計書（令和５年１月） 

 

３ 災害履歴 

  （略） 

番

号 

西暦年

月日

（日本

歴） 

震央 マ

グ

ニ

チ

ュ

ー

ド 

県内

最大

深度 
地変 津波 人命・家屋等の被害 

東緯 
北緯 

震

央

地

名 

（略） 

18 

2011．
３．11 
(平成

23 年) 

142.9 
38.0 

三

陸

沖 

9.
0 ６弱 

東京湾岸

の埋立地

や利根川

沿いの低

地等にお

銚子験潮所

で押波によ

る第１波を

15 時 30 分

過ぎに観

令和５年８月３日現

在、死者 22 名（う

ち、津波による死者

14 名（旭市 13 名、

山武市１名）、行方
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現行 改正案 
いては、

長く続い

た地震の

揺れによ

り地盤の

液状化が

発生し、

道路、上

下水道等

に被害が

発生し

た。 

測。17 時過

ぎに最大潮

位となる第

３波 2.5m
を観測し

た。九十九

里地域に押

し寄せた津

波は、山武

市では海岸

線から３km
近くの陸域

にまで到達

し、利根川

では河口か

ら 18.8km
まで遡上、

浸水面積は

九十九里地

域（銚子市

～いすみ

市）で 23.7
㎢に達し

た。この津

波は、旭市

飯岡地区に

甚大な被害

をもたらし

た。 

行方不明者２名、負

傷者 256 名。建物全

壊 801 棟、半壊

10,154 棟、一部損

壊 55,068 棟、建物

火災 15 件、床上浸

水 157 棟、床下浸水

731 棟。水道断水

177,254 戸、下水道

24,300 戸で使用制

限。ガス 8,631 戸で

停止。電気 34 万７

千戸で停電。国道、

県道で全面通行止め

33 か所、片側通行

規制 12 か所。農業

施設の損壊 2,257 か

所ほか。漁船転覆・

乗り上げ等 390 隻。

石油コンビナート爆

発事故（市原市）。

福島第一原発事故に

よる計画停電、放射

性物質に伴う農林水

産物の出荷制限等が

発生した。 

（略） 

（新規） 

 

 

いては、

長く続い

た地震の

揺れによ

り地盤の

液状化が

発生し、

道路、上

下水道等

に被害が

発生し

た。 

測。17 時過

ぎに最大潮

位となる第

３波 2.5m
を観測し

た。九十九

里地域に押

し寄せた津

波は、山武

市では海岸

線から３km
近くの陸域

にまで到達

し、利根川

では河口か

ら 18.8km
まで遡上、

浸水面積は

九十九里地

域（銚子市

～いすみ

市）で 23.7
㎢に達し

た。この津

波は、旭市

飯岡地区に

甚大な被害

をもたらし

た。 

不明者２名、負傷者

270 名。建物全壊

807 棟、半壊

10,313 棟、一部損

壊 57,497 棟、建物

火災 15 件、床上浸

水 61 棟、床下浸水

455 棟。水道断水

177,254 戸、下水道

24,300 戸で使用制

限。ガス 8,631 戸で

停止。電気 347,000
戸で停電。国道、県

道で全面通行止め

33 か所、片側通行

規制 12 か所。農業

施設の損壊 2,257 か

所ほか。漁船転覆・

乗り上げ等 390 隻。

石油コンビナート爆

発事故（市原市）。

福島第一原発事故に

よる計画停電、放射

性物質に伴う農林水

産物の出荷制限等が

発生した。 

（略） 

21 

2021.1
0.7 

（令和

3 年） 

140.2 
35.6 

千

葉

県

北

西

部 

5.
9 ５弱 

  県内で重傷 2 名(木
更津市、習志野

市)、軽傷者 12 名、

袖ヶ浦市の危険物施 
設で火災が発生（負

傷者なし） 
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現行 改正案 
 

 

 

（略） 

 

■主な風水害 

区分 
年月日 原 因 

被害

総額 
（千

円） 

被害状況 

家屋（戸） 農業

（ha） その

他 
（箇

所） 
全

壊 半壊 

床

上

浸

水 

床

下

浸

水 

水

稲 
冠

水 

そ

の

他 

（略） 

令和元年10月
25日 

10月25日
大雨 

5,690,
000 

3
4 1,890 173 542  457 30 

 

第５節 

２ 風水害 

  （略） 

（２）被害の特徴 

  （略） 

  イ 土砂災害 

  （略） 

 ■土砂災害に関する被害の特徴 

22 

2023.5
.11 

（令和

5 年） 

140.2 
35.2 

千

葉

県

南

部 

5.
2 ５強 

  県内で軽症者６名

（千葉市、松戸市、

茂原市、鎌ヶ谷市、

君津市） 
住家被害一部損壊

16 棟 

（略） 

 

■主な風水害 

区分 
年月日 原 因 

被害

総額 
（千

円） 

被害状況 

家屋（戸） 農業

（ha） その

他 
（箇

所） 
全

壊 半壊 

床

上

浸

水 

床

下

浸

水 

水

稲 
冠

水 

そ

の

他 

（略） 
令和元年10月

25日 
10月25日

大雨 
5,690,

000 
3
4 1,889 173 542  457 30 

 

第５節 

２ 風水害 

  （略） 

（２）被害の特徴 

  （略） 

  イ 土砂災害 

  （略） 

 ■土砂災害に関する被害の特徴 
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被害項目 特 徴 

土砂災害
の 

危険性 

・土砂災害防止法に基づき指定する土砂災害警戒区域
及び土砂災害特別警戒区域は、市全体で 341 か所あ
り、このうち、大栄地区が 127 か所と圧倒的に多
く、次いで八生地区の 60 か所、中郷地区 41 か所と
なっている（令和２年９月 29 日現在）。 

・大栄地区では、所、村田、津富浦、松子、一坪田、
伊能等に警戒区域の指定が多く、急傾斜地の崩壊に
対する注意が特に必要である。 

 

第６節 減災目標 

 （略） 

 ■市の減災目標 

分野 指標 目標値 達成期限 備考 

耐震 

住宅耐震

化率 95％ 2021（令和３）

年度 
市耐震改修促進計

画 
特定建築

物の耐震

化率※ 
95％ 2021（令和３）

年度 
市耐震改修促進計

画 

地域 
防災力 

自主防災

組織の組

織数 
150 団体 2027（令和９）

年度 
増加数：15 団体

／年 

避難所運

営委員会

の結成数 
50 団体 2022（令和４）

年度 
増加数：10 団体

／年 

被害項目 特 徴 

土砂災害
の 

危険性 

・土砂災害防止法に基づき指定する土砂災害警戒区域
及び土砂災害特別警戒区域は、市全体で 396 か所あ
り、このうち、大栄地区が 131 か所と圧倒的に多
く、次いで八生地区の 67 か所、中郷地区 47 か所と
なっている（令和３年３月９日現在）。 

・大栄地区では、所、村田、津富浦、松子、一坪田、
伊能等に警戒区域の指定が多く、急傾斜地の崩壊に
対する注意が特に必要である。 

 

第６節 減災目標 

 （略） 

 ■市の減災目標 

分野 指標 目標値 達成期限 備考 

耐震 住宅耐震

化率 95％ 2025（令和７）

年度 
市耐震改修促進計

画 

地域 
防災力 

自主防災

組織の組

織数 
150 団体 2027（令和９）

年度 
増加数：15 団体／

年 

家具転倒

防止対策

実施率 
70％ 2026（令和８）

年度 県地震防災戦略 

住宅用火

災警報器

の普及率 
100％ 2026（令和８）

年度 県地震防災戦略 
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家具転倒

防止対策

実施率 
70％ 2026（令和８）

年度 県地震防災戦略 

住宅用火

災警報器

の普及率 
100％ 2026（令和８）

年度 県地震防災戦略 

普通・上

級救命講

習受講者 
4,100 人 2027（令和９）

年度 
NARITA みらい

プラン 

防災普及

啓発の実

施回数 
年 40 回 毎年  

備蓄 
食料・飲

料水の備

蓄率 
100％ 2027（令和９）

年度 市備蓄計画 

 

第２章 災害予防計画 

第２節 地盤災害の予防 

１ 土砂災害の防止 

  （略） 

（４）急傾斜地対策 

（略） 

  ウ 防止工事の実施 

   県は、急傾斜地崩壊危険区域内の崖に対し、急傾斜地の土地

所有者、管理者及び被害を受けるおそれのある者等が崩壊防止

普通・上

級救命講

習受講者 
4,100 人 2027（令和９）

年度 
NARITA みらいプ

ラン 

防災普及

啓発の実

施回数 
年 40 回 毎年  

備蓄 
食料・飲

料水の備

蓄率 
100％ 2027（令和９）

年度 市備蓄計画 

 

 

 

 

 

第２章 災害予防計画 

第２節 地盤災害の予防 

１ 土砂災害の防止 

  （略） 

（４）急傾斜地対策 

  （略） 

  ウ 防止工事の実施 

   県及び市は、急傾斜地崩壊危険区域内の崖に対し、急傾斜地

の土地所有者、管理者及び被害を受けるおそれのある者等が崩
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工事を行うことが困難又は不適当と認められ、緊急度が高いも

のについて、区域の住民の協力を得て、法面防護工、排水工等

の防止工事（急傾斜地崩壊対策事業）を実施する。 

 

第３節 

８ 道路、電力施設、通信施設の水害対策 

（１）道路事故防止 

  （略） 

  ウ 異常気象時における交通規制 

   異常気象時において、道路事故を未然に防止するため、降雨

出水等により道路状態が悪く、崖崩れ、道路損壊等が予想さ

れ、交通の安全が確保できない場合は、道路法第 46 条の規定

により通行の禁止又は制限を行い、また、雨量が規制基準値に

達したときは、「異常気象時における道路通行規制要領」に基

づく通行止めの措置をとる。 

 

第４節 風害の予防 

１ 台風・竜巻等に関する知識の普及 

（１）気象情報の確認 

   （略） 

なお、竜巻などの激しい突風に関する気象情報には、事前に

注意を呼びかける「予告的な気象情報」と「雷注意報」、竜巻

壊防止工事を行うことが困難又は不適当と認められ、緊急度が

高いものについて、区域の住民の協力を得て、法面防護工、排

水工等の防止工事（急傾斜地崩壊対策事業）を実施する。 

 

第３節 

８ 道路、電力施設、通信施設の水害対策 

（１）道路事故防止 

  （略） 

  ウ 異常気象時における交通規制 

  （削除） 

 

 

 

 

 

 

第４節 風害の予防 

１ 台風・竜巻等に関する知識の普及 

（１）気象情報の確認 

   （略） 

なお、竜巻などの激しい突風に関する気象情報には、事前に

注意を呼びかける「予告的な気象情報」と「雷注意報」、竜巻
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等の激しい突風が発生しやすい気象状況になった時点の「竜巻

注意情報」があり、各地の気象台から発表される。各気象情報

の内容は以下のとおりである。 

   （略） 

 

 

第６節 都市防災 

３ 建築物不燃化の促進 

  （略） 

（５）延焼遮断帯の整備 

  火災が発生した場合、延焼を防ぐために街路樹、公園・学校な

どに樹木等を植樹し、延焼遮断帯の整備に努める。 

 

８ ライフライン施設等の耐震化 

  （略） 

（３）ガス施設 

（略） 

東京ガス（株）は、供給施設、通信施設、その他安全設備の予

防対策を推進する。 

（４）通信施設 

  東日本電信電話（株）、（株）NTT ドコモ、エヌ･ティ･ティ･コ

ミュニケーションズ（株）、KDDI（株）、ソフトバンク（株）は、

等の激しい突風が発生しやすい気象状況になった時点の「竜巻

注意情報」があり、「予告的な気象情報」と「雷注意情報」は

各地の気象台から、「竜巻注意情報」は気象庁から発表され

る。各気象情報の内容は以下のとおりである。 

   （略） 

 

第６節 都市防災 

３ 建築物不燃化の促進 

  （略） 

（５）延焼遮断帯の整備 

  火災が発生した場合、延焼を防ぐために街路樹の整備、公園な

どに樹木等を植樹し、延焼遮断帯の整備に努める。 

 

８ ライフライン施設等の耐震化 

  （略） 

（３）ガス施設 

（略） 

東京ガス（株）・東京ガスネットワーク（株）は、供給施設、

通信施設、その他安全設備の予防対策を推進する。 

（４）通信施設 

  東日本電信電話（株）、（株）NTT ドコモ、エヌ･ティ･ティ･コ

ミュニケーションズ（株）、KDDI（株）、ソフトバンク（株）、楽
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建物設備、局外設備、線路設備、局内設備の耐震性の強化を進め

るとともに、震度４以上の地震が発生した場合、設備点検を実施

する。 

（５）危険物施設等 

  （略） 

  オ 毒劇物取扱施設 

   現在、毒物及び劇物取締法、同施行令及び同規則において毒

物劇物の廃棄（法第 15 条の２、同施行令第 40 条）と事故の際

の措置（法第 16 条の２）が規定されている。 

  （略） 

 

第８節 避難体制の整備 

１ 避難所等の指定・整備 

（１）避難所等の種類 

（略） 

   避難所の選定は、災害対策基本法、政令及び府令、「避難所

における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（内閣府、

平成 28 年４月）、「災害時における避難所運営の手引き」（千葉

県、平成 29 年７月）等により行う。 

（略） 

（５）避難所の整備 

   避難所に指定した建物については、「災害時における避難所

天モバイル（株）は、建物設備、局外設備、線路設備、局内設備

の耐震性の強化を進めるとともに、地震が発生した場合、必要に

応じて設備点検を実施する。 

（５）危険物施設等 

  （略） 

  オ 毒劇物取扱施設 

   現在、毒物及び劇物取締法、同施行令及び同規則において毒

物劇物の廃棄（法第 15 条の２、同施行令第 40 条）と事故の際

の措置（法第 17 条）が規定されている。 

  （略） 

 

第８節 避難体制の整備 

１ 避難所等の指定・整備 

（１）避難所等の種類 

（略） 

   避難所の選定は、災害対策基本法、政令及び府令、「避難所

における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」（内閣府、

令和４年４月）、「災害時における避難所運営の手引き」（千葉

県、令和４年３月）等により行う。 

（略） 

（５）避難所の整備 

   避難所に指定した建物については、「災害時における避難所
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運営の手引き（千葉県、平成 29 年７月）」等により、以下のよ

うな設備の整備に努める。 

  （略） 

 

第９節 情報収集伝達体制の整備 

１ 施設・設備の整備 

（１）現況 

  （略） 

イ 市の無線施設 

 （略） 

④消防無線 

    災害時の情報の収集や指令等に使用するため、消防救急無

線として基地局、陸上移動局を整備し、デジタル無線網を運

用している。 

 

 

（新規） 

 

 

 

（新規） 

 

運営の手引き（千葉県、令和４年３月）」等により、以下のよ

うな設備の整備に努める。 

  （略） 

 

第９節 情報収集伝達体制の整備 

１ 施設・設備の整備 

（１）現況 

  （略） 

イ 市の無線施設 

 （略） 

④消防デジタル無線 

    災害時の情報の収集や指令等に使用するため、消防救急デ

ジタル無線として基地局、陸上移動局を整備し、デジタル無

線網を活用し指令センター（遠隔制御器を含む）へ状況報告

手段として使用している。 

 

⑤署活系アナログ無線 

    災害活動時において消防隊が使用し、情報伝達手段として

使用している。 

 

⑥IP 無線 

    災害活動時において消防隊が使用し、LTE 網を活用し情報
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２ 情報連絡系統・担い手の確保 

  （略） 

（５）情報配信システム等の導入 

  （略） 

  ウ インターネットによる広報体制の整備 

   不特定多数の人が、災害情報や被災者への支援情報等を入手

するために、既存の市ホームページ、防災情報 Twitter、

Facebook、市緊急用ホームページ等を活用した情報伝達体制を

整備する。 

 

第１０節 要配慮者の安全確保のための体制整備 

１ 避難行動要支援者に対する対応 

  （略） 

（２）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成 

災害対策基本法第 49 条の 10～17、第 50 条第２項及び第 56

条各項並びに内閣府の「避難行動要支援者の避難行動支援に関

する取組指針」、千葉県の「災害時における要配慮者及び避難

行動要支援者の避難支援の手引き」に基づき、避難行動要支援

者名簿及び個別避難計画の作成、これらの情報の利用及び提

供、情報の漏えい防止措置並びに避難支援等関係者の範囲など

伝達手段として使用している。 

 

２ 情報連絡系統・担い手の確保 

  （略） 

（５）情報配信システム等の導入 

  （略） 

  ウ インターネットによる広報体制の整備 

   不特定多数の人が、災害情報や被災者への支援情報等を入手

するために、既存の市ホームページ、防災情報 X（旧

Twitter）、Facebook、市緊急用ホームページ等を活用した情報

伝達体制を整備する。 

 

第１０節 要配慮者の安全確保のための体制整備 

１ 避難行動要支援者に対する対応 

  （略） 

（２）避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成 

   災害対策基本法第 49 条の 10～17 及び内閣府の「避難行動要

支援者の避難行動支援に関する取組指針」、千葉県の「災害時

における要配慮者及び避難行動要支援者の避難支援の手引き」

に基づき、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成、こ

れらの情報の利用及び提供、情報の漏えい防止措置並びに避難

支援等関係者の範囲などについては、次に定めるとおりとす
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については、次に定めるとおりとする。 

  （略） 

  ア 避難支援等関係者となる者 

    避難行動要支援者名簿を提供する避難支援等関係者は、以

下のとおりとする。 

なお、名簿の提供に当たっては、本人の同意を得る。 

 

 

  ウ 名簿及び個別避難計画の作成に必要な個人情報及びその入

手方法 

  （略） 

  ■避難行動要支援者名簿の記載事項 

○ 氏名 
○ 生年月日 
○ 性別 
○ 住所 
○ 電話番号（連絡先） 
○ その他必要があると認め

られる情報 

○ 避難支援を必要とする事由 
○ 名簿提供同意の有無 
○ 区・自治会等 
○ 民生委員 
○ 避難支援者 

 

  エ 名簿及び個別避難計画の更新に関する事項 

  （略） 

 

 

る。 

  （略） 

  ア 避難支援等関係者となる者 

    避難行動要支援者名簿を提供する避難支援等関係者は、以

下のとおりとする。 

なお、避難行動要支援者名簿の提供に当たっては、本人の

同意を得る。 

 

  ウ 避難行動要支援者名簿名簿及び個別避難計画の作成に必要

な個人情報及びその入手方法 

 （略） 

  ■避難行動要支援者名簿の記載事項 

○ 氏名 
○ 生年月日 
○ 性別 
○ 住所又は居所 

○ 電話番号その他の連絡先 
○ その他必要があると認められ

る情報 
○ 避難支援等を必要とする事由 
 

 

 

  エ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の更新に関する事

項 

  （略） 
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  オ 名簿情報等の提供における情報漏えい防止措置 

  （略） 

    また、区・自治会、自主防災組織及び地域包括支援センタ

ーに名簿を提供する際は、覚書を取り交わす。 

  （略） 

 

 

  カ 円滑な避難のための情報伝達の配慮 

  （略） 

    なお、緊急の場合や適切な情報伝達手段がない場合には、

避難支援等関係者が避難行動要支援者の居宅を直接訪問し

て、高齢者等避難の周知を図る。 

 

第１１節 帰宅困難者対策 

１ 一斉帰宅の抑制 

  （略） 

（２）安否確認手段の普及啓発 

市は、災害用伝言ダイヤル 171、災害用伝言板、災害用伝言

板（web171）、防災情報 Twitter・Facebook 等の SNS、IP 電話

など、複数の安否確認手段について、平常時からの体験・活用

を通じて、発災時に利用してもらえるよう広報・啓発を行う。 

 

  オ 名簿情報等の提供における情報漏えい防止措置 

  （略） 

    また、区・自治会、自主防災組織及び地域包括支援センタ

ーに避難行動要支援者名簿を提供する際は、覚書を取り交わ

す。 

  （略） 

 

  カ 円滑な避難のための情報伝達の配慮 

  （略） 

    なお、緊急の場合や適切な情報伝達手段がない場合には、

避難支援者及び避難支援等関係者が避難行動要支援者の居宅

を直接訪問して、高齢者等避難の周知を図る。 

 

第１１節 帰宅困難者対策 

１ 一斉帰宅の抑制 

  （略） 

（２）安否確認手段の普及啓発 

市は、災害用伝言ダイヤル 171、災害用伝言板、災害用伝言

板（web171）、防災情報 X（旧 Twitter）・Facebook 等の SNS、

IP 電話など、複数の安否確認手段について、平常時からの体

験・活用を通じて、発災時に利用してもらえるよう広報・啓発

を行う。 
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現行 改正案 
 

第１２節 大規模事故対策 

１ 大規模火災対策計画 

  （略） 

（３）防火対策の推進 

  ア 火災予防査察 

  （略） 

  ■予防査察の主眼点 

○ 消防法令に基づき、適正な防火管理体制がとられ、必要な業務

が行われていること。また、消火設備・警報設備・避難設備・

防火用水・その他消火活動上必要な施設が、消防法施行令で定

める基準どおり設置・維持管理されていること。 
（略） 

 

  イ 多数の者を収容する建築物の防火（防災）対策 

  （略） 

  ■消防計画に基づく防火（防災）対策項目 

 （略） 
○ 従業員等に対する防災教育の実施 

 

  エ 文化財の防火対策 

   （略） 

 

第１２節 大規模事故対策 

１ 大規模火災対策計画 

  （略） 

（３）防火対策の推進 

  ア 火災予防査察 

  （略） 

  ■予防査察の主眼点 

○ 消防法令に基づき、適正な防火管理体制がとられ、必要な業務

が行われていること。また、消火設備・警報設備・避難設備・

消防用水・その他消火活動上必要な施設が、消防法施行令で定

める基準どおり設置・維持管理されていること。 
（略） 

 

  イ 多数の者を収容する建築物の防火（防災）対策 

  （略） 

  ■消防計画に基づく防火（防災）対策項目 

 （略） 
○ 従業員等に対する防火（防災）教育の実施 

 

  エ 文化財の防火対策 

   （略） 
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現行 改正案 
   ①消防設備の設置・整備 

文化財の所有者及び管理者は、消火器、消火栓設備、動力

消防設備、建造物全体を水幕で覆うドレンチャー設備などの

消火設備を設置するとともに、自動火災報知設備、漏電火災

警報設備の設置により、火災の発生を報知し、迅速な消火活

動を行うことができるよう設備の設置・整備を行う。 

  

 

   ①消防設備の設置・整備 

文化財の所有者及び管理者は、消火器、消火栓設備、動力

消防ポンプ設備、建造物全体を水幕で覆うドレンチャー設備

などの消火設備を設置するとともに、自動火災報知設備、漏

電火災警報設備の設置により、火災の発生を報知し、迅速な

消火活動を行うことができるよう設備の設置・整備を行う。 

 

 

 


